
（ 収 支 計 算 書 の 公 表 等 ）

第 十 二 条 配 電 事 業 者 は 、 当 該 配 電 事 業 者 の

事 業 年 度 経 過 後 四 月 以 内 に 法 第 二 十 七 条 の

十 二 の 十 三 に お い て 準 用 す る 法 第 二 十 二 条

第 二 項 の 規 定 に よ る 公 表 を し な け れ ば な ら

な い 。 た だ し 、 災 害 そ の 他 や む を 得 な い 事

由 に よ り 当 該 期 間 内 に 同 項 の 規 定 に よ る 公

表 を す る こ と が 困 難 で あ る と き は 、 経 済 産

業 大 臣 が 当 該 事 由 を 勘 案 し て 定 め る 期 間 内

に 公 表 を し な け れ ば な ら な い 。

﹇ 新 設 ﹈

２ 配 電 事 業 者 が 法 第 二 十 七 条 の 十 二 の 十 三

に お い て 準 用 す る 法 第 二 十 二 条 第 二 項 の 規

定 に よ り 公 表 す べ き 書 類 は 、 様 式 第 三 と し 、

配 電 事 業 の 業 務 を 行 う 場 所 に お け る 公 衆 の

見 や す い 箇 所 へ の 掲 示 そ の 他 の 適 切 な 方 法

に よ り 公 表 す る も の と す る 。

３ 配 電 事 業 者 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 公 表

を 行 う 場 合 は 、 前 条 に 規 定 す る 証 明 書 を 経

済 産 業 大 臣 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。

（ 公 表 方 法 の 特 例 ）

第 十 三 条 配 電 事 業 者 が 前 条 第 二 項 の 書 類 を

公 表 す る こ と に よ り 、 特 定 の 電 気 の 供 給 を

受 け る 者 に 係 る 電 気 の 購 入 価 額 が 一 般 に 判

明 す る 場 合 そ の 他 当 該 特 定 の 電 気 の 供 給 を

受 け る 者 の 権 利 利 益 を 害 す る こ と に な る 場

合 に は 、 当 該 配 電 事 業 者 は 、 同 項 の 規 定 に

か か わ ら ず 、 公 表 す べ き 書 類 に 記 載 す べ き

情 報 の う ち 当 該 要 因 と な る 部 分 に つ い て

は 、 公 表 し な い こ と が で き る 。 こ の 場 合 に

お い て 、 当 該 配 電 事 業 者 は 、 公 表 し な い 部

分 を 記 載 し た 書 類 を 経 済 産 業 大 臣 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。

﹇ 新 設 ﹈

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）
事業者に係る託送供給等収支配分基準


事業者に係る託送供給等収支配分基準


１．発生の主な原因を勘案して、電灯料、電
力料、地帯間販売電源料、地帯間販売送電
料（電源線に係る収益を除く。）、他社販売
電源料、託送収益（電源線に係る収益を除


く。

）、事業者間精算収益、電気事業雑収益、

１．発生の主な原因を勘案して、電灯料、電
力料、地帯間販売電源料、地帯間販売送電
料（電源線に係る収益を除く。）、他社販売
電源料、託送収益（電源線に係る収益を除


く。）、使用済燃料再処理等既発電料受取契


２． ２．
 発生の主な原因を勘案して、水力発電
費、火力発電費（汽力発電費及び内燃力
発電費をいう。以下同じ。）、新エネルギー
等発電費、地帯間購入電源費、地帯間購
入送電費（電源線に係る費用を除く。）、
他社購入電源費、他社購入送電費（電源
線に係る費用を除く。）、非化石証書購入
費、送電費（電源線に係る託送料及び減
価償却費を除く。）、変電費（電源線に係
る託送料及び減価償却費を除く。）、配電
費（電源線に係る託送料及び減価償却費
を除く。）、販売費、一般管理費、接続供


給託送料


、賠償負担金相当金、廃炉円滑
化負担金相当金、廃炉等負担金、社内取
引費用及びその他を、送配電部門の費用
に整理すること。

 発生の主な原因を勘案して、水力発電
費、火力発電費（汽力発電費及び内燃力
発電費をいう。以下同じ。）、新エネルギー
等発電費、地帯間購入電源費、地帯間購
入送電費（電源線に係る費用を除く。）、
他社購入電源費、他社購入送電費（電源
線に係る費用を除く。）、非化石証書購入
費、送電費（電源線に係る託送料及び減
価償却費を除く。）、変電費（電源線に係
る託送料及び減価償却費を除く。）、配電
費（電源線に係る託送料及び減価償却費
を除く。）、販売費、一般管理費、使用済


燃料再処理等既発電費支払契約締結分


、
賠償負担金相当金、廃炉円滑化負担金相
当金、廃炉等負担金、社内取引費用及び
その他を、送配電部門の費用に整理する
こと。

 ﹇ 略 ﹈  ﹇ 略 ﹈

遅収加算料金及び社内取引収益を、一般送
配電事業等の業務に関する部門（以下「送
配電部門」という。）の収益に整理すること。

約締結分


、事業者間精算収益、電気事業雑
収益、遅収加算料金及び社内取引収益を、
一般送配電事業等の業務に関する部門（以
下「送配電部門」という。）の収益に整理す
ること。

３．一般送配電事業以外の事業を営む事業者
は、１．で整理された収益及び２．で整理
された費用のうち、次に掲げるものを、そ
れぞれ社内取引項目として、送配電部門の
収益及び費用に整理し、様式第１第１表に
より社内取引明細表を作成すること。

３．一般送配電事業以外の事業を営む事業者
は、１．で整理された収益及び２．で整理
された費用のうち、次に掲げるものを、そ
れぞれ社内取引項目として、送配電部門の
収益及び費用に整理し、様式第１第１表に
より社内取引明細表を作成すること。

 事業者の送配電部門以外の部門（以下
「送配電外部門」という。）が送配電部門
の設備等を利用した場合に発生すると考
えられる社内取引に係る収益として、次
に掲げるものを整理すること。

 事業者の送配電部門以外の部門（以下
「送配電外部門」という。）が送配電部門
の設備等を利用した場合に発生すると考
えられる社内取引に係る収益として、次
に掲げるものを整理すること。

 ﹇ 略 ﹈  ﹇ 略 ﹈

﹇ 削 る ﹈ 

使用済燃料再処理等既発電料受取契

約締結分相当額取引収益（託送算定規

則において使用済燃料再処理等既発電

料受取契約締結分として整理される収

益に相当する額をいう。

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